
平成18年3月期　個別財務諸表の概要 平成18年5月19日　

上場会社名 ＯＫＫ(大阪機工株式会社) 上場取引所　東京・大阪

コード番号　6205      本社所在都道府県　兵庫県
(URL http://www.okk.co.jp)
代表者　　　　　役職名 取締役社長　氏名 土井隆雄
問合せ先責任者　役職名 経理部長　　氏名 筑田憲二　 TEL (072) 771-1127
決算取締役会開催日　　平成18年5月19日 中間配当制度の有無　　有
配当支払開始予定日　　平成18年6月30日 定時株主総会開催日　　平成18年6月29日
単元株制度採用の有無　有(1単元1,000株)

１.18年3月期の業績(平成17年4月1日～平成18年3月31日)
(1)経営成績 (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 18年3月期 34,164 19.6 3,718 39.0 3,494 44.4
 17年3月期 28,557 25.1 2,674 237.6 2,419 －

１株当たり 株主資本 総 資 本 売 上 高
当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 18年3月期 2,420 5.3 32.59 － 14.5 7.8 10.2
 17年3月期 2,298 － 32.26 － 17.2 5.9 8.5
(注)①期中平均株式数　　18年3月期　73,865,746株　　17年3月期　71,252,141株

    ②会計処理の方法の変更　無

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 株主資本

中　間 期　末 (年　間) 配 当 率
円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

 18年3月期 3.00 0.00 3.00 221 9.2 1.2
 17年3月期 0.00 0.00 0.00 0 － －

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

 18年3月期 46,626 18,303 39.3 247.71
 17年3月期 42,535 15,123 35.6 204.69
(注)①期末発行済株式数　　18年3月期　73,840,330株　　17年3月期　73,883,435株

 　 ②期末自己株式数　　　18年3月期　   217,838株　　17年3月期　   174,733株

２.19年3月期の業績予想(平成18年4月1日～平成19年3月31日)

中　間 期　末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

 中 間 期 17,800 1,800 1,050 3.00 － －
 通　　期 35,600 3,600 2,100 － 3.00 6.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)28円44銭 

　※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後

　　様々な要因により予想数値と異なる場合があります。

売 上 高　

１株当たり年間配当金

総 資 産 株主資本 株主資本比率

配当性向

１株当たり年間配当金

売 上 高 営業利益 経常利益

当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

当期純利益経常利益
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財務諸表 
１.貸借対照表 

 （単位：百万円） 

前   期 当   期 
(１７.３.３１現在) (１８.３.３１現在) 

増  減 
科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（資 産 の 部）  %  %  
Ⅰ流動資産      
1.現金及び預金 ５,３２８  ５,５６７  ２３８ 
2.受取手形 １,６１３  ２,５６８  ９５４ 
3.売掛金 ７,６９２  ８,５５３  ８６１ 
4.製品 ３６３  ４７４  １１０ 
5.半製品 １,４２１  １,３５１  △７０ 
6.原材料 １１  １２  ０ 
7.仕掛品 ４,０５９  ３,９０２  △１５７ 
8.前払費用 ７４  ５４  △１９ 
9.繰延税金資産 ６０５  ６０７  ２ 
10.関係会社短期貸付金 ４９５  ４９５  － 
11.その他 ３５５  ５７４  ２１８ 
貸倒引当金 △５１３  △５０７  ５ 

流動資産合計 ２１,５０９ 50.6 ２３,６５４ 50.7 ２,１４５ 
Ⅱ固定資産      
1.有形固定資産      
(1)建物 １,４２６  １,５８５  １５８ 
(2)構築物 １２５  １２３  △２ 
(3)機械及び装置 ７２４  ７５４  ３０ 
(4)車両運搬具 １０  ９  △０ 
(5)工具、器具及び備品 ２５９  ３２５  ６６ 
(6)土地 １５,０９４  １５,０６２  △３２ 
(7)建設仮勘定 ７１  ８１  ９ 

有形固定資産合計 １７,７１１ 41.6 １７,９４２ 38.5 ２３１ 
2.無形固定資産      
(1)ソフトウェア ５  ４  △１ 
(2)電話加入権 １５  １５  ０ 
(3)その他 １９  １２  △６ 

無形固定資産合計 ４０ 0.1 ３１ 0.1 △８ 
3.投資その他の資産      
(1)投資有価証券 ２,３４６  ４,０６８  １,７２１ 
(2)関係会社株式 ５６３  ５６３  － 
(3)関係会社出資金 １９７  １９７  － 
(4)従業員長期貸付金 ３９  ３４  △４ 
(5)関係会社長期貸付金 ４２  ３５  △７ 
(6)破産債権・更生債権      
その他これらに準ずる債権 ２４  ２０  △３ 

(7)長期前払費用 ０  ０  △０ 
(8)その他 ８７  １０１  １３ 
貸倒引当金 △２７  △２４  ３ 

投資その他の資産合計 ３,２７４ 7.7 ４,９９７ 10.7 １,７２２ 

固定資産合計 ２１,０２６ 49.4 ２２,９７１ 49.3 １,９４５ 

資 産 合 計 ４２,５３５ 100.0 ４６,６２６ 100.0 ４,０９０ 
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 （単位：百万円） 

前   期 当   期 
(１７.３.３１現在) (１８.３.３１現在) 

増  減 
科     目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（負 債 の 部）  %  %  
Ⅰ流動負債      
1.支払手形 ７,７８９  ８,５８３  ７９３ 
2.買掛金 ２,５０４  ２,９３２  ４２８ 
3.短期借入金 ５,１４２  ２,７３５  △２,４０６ 
4.未払金 ２７５  ３６１  ８６ 
5.未払費用 ５１４  ５５７  ４２ 
6.未払法人税等 ７２  １,０４１  ９６８ 
7.前受金 １０  ３  △６ 
8.預り金 １３  ２０  ６ 
9.賞与引当金 ２７２  ３７２  １００ 
10.製品保証引当金 ９８  １０８  ９ 

流動負債合計 １６,６９５ 39.2 １６,７１７ 35.8 ２２ 
Ⅱ固定負債      
1.長期借入金 ２,３８３  ２,１６６  △２１７ 
2.繰延税金負債 ２８３  ９５３  ６６９ 
3.再評価に係る繰延税金負債 ５,８１５  ６,００７  １９１ 
4.退職給付引当金 ２,１４５  ２,３７６  ２３０ 
5.役員退職金引当金 ８９  ８８  △１ 
6.その他 －  １３  １３ 

固定負債合計 １０,７１７ 25.2 １１,６０５ 24.9 ８８７ 

負 債 合 計 ２７,４１２ 64.4 ２８,３２２ 60.7 ９１０ 

（資 本 の 部）      
Ⅰ資本金 ５,７８２ 13.6 ５,７８２ 12.4 － 
Ⅱ資本剰余金      
1.資本準備金 ９５４  ９５４  － 

資本剰余金合計 ９５４ 2.3 ９５４ 2.0 － 
Ⅲ利益剰余金      
1.当期未処分利益 △５０１  １,９３４  ２,４３６ 

利益剰余金合計 △５０１ △1.2 １,９３４ 4.2 ２,４３６ 
Ⅳ土地再評価差額金 ８,４９７ 20.0 ８,２７８ 17.8 △２１８ 
Ⅴその他有価証券評価差額金 ４１３ 1.0 １,３９２ 3.0 ９７８ 
Ⅵ自己株式 △２３ △0.1 △３９ △0.1 △１５ 

資 本 合 計 １５,１２３ 35.6 １８,３０３ 39.3 ３,１８０ 

負 債 資 本 合 計 ４２,５３５ 100.0 ４６,６２６ 100.0 ４,０９０ 
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２.損益計算書 

 （単位：百万円） 

前   期 当   期 
(１６.４.１～１７.３.３１) (１７.４.１～１８.３.３１) 

増  減 
科     目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

  %  %  
Ⅰ売上高 ２８,５５７ 100.0 ３４,１６４ 100.0 ５,６０７ 
Ⅱ売上原価 ２１,５４６ 75.4 ２５,６４０ 75.0 ４,０９３ 

売上総利益 ７,０１１ 24.6 ８,５２４ 25.0 １,５１３ 
Ⅲ販売費及び一般管理費 ４,３３６ 15.2 ４,８０６ 14.1 ４６９ 

営業利益 ２,６７４ 9.4 ３,７１８ 10.9 １,０４４ 
Ⅳ営業外収益      
1.受取利息 １１  ９  △２ 
2.受取配当金 １９  ３１  １２ 
3.為替差益 ９０  １７５  ８４ 
4.その他 １１  １１  △０ 

計 １３４ 0.5 ２２８ 0.6 ９４ 
Ⅴ営業外費用      
1.支払利息 ２７０  １６０  △１１０ 
2.たな卸資産廃却損 －  １６７  １６７ 
3.たな卸資産評価損 ３１  ５４  ２３ 
4.その他 ８５  ６９  △１６ 

計 ３８８ 1.4 ４５２ 1.3 ６３ 

経常利益 ２,４１９ 8.5 ３,４９４ 10.2 １,０７５ 
Ⅵ特別利益      
1.貸倒引当金戻入益 ５  ４  △０ 
2.有形固定資産売却益 ０  ０  ０ 
3.投資有価証券売却益 ４５  －  △４５ 
4.厚生年金基金解散損益修正益 ３５  －  △３５ 

計 ８６ 0.3 ５ 0.0 △８１ 
Ⅶ特別損失      
1.有形固定資産処分損 ８８１  ３９  △８４１ 
2.減損損失 －  ３２  ３２ 
3.たな卸資産廃却損 ３２１  －  △３２１ 
4.たな卸資産評価損 １２２  －  △１２２ 
5.その他 １０３  －  △１０３ 

計 １,４２９ 5.0 ７１ 0.2 △１,３５７ 

税引前当期純利益 １,０７７ 3.8 ３,４２８ 10.0 ２,３５１ 
法人税､住民税及び事業税 ２４ 0.1 １,０２０ 3.0 ９９６ 
法人税等調整額 △１,２４５ △4.4 △１２ △0.1 １,２３２ 

当期純利益 ２,２９８ 8.1 ２,４２０ 7.1 １２１ 
前期繰越利益 △４,６２０  △５０１  ４,１１８ 
土地再評価差額金取崩額 １,８２０  １５  △１,８０４ 

当期未処分利益 △５０１  １,９３４  ２,４３６ 
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３.利益処分案 

 （単位：百万円） 

前   期 当   期 
区    分 

(１６.４.１～１７.３.３１) (１７.４.１～１８.３.３１) 

Ⅰ 当期未処分利益 △５０１ １,９３４ 

Ⅱ 利益処分額   

１ 利益準備金 － ２４ 

２ 配当金 － ２２１ 

 (１株につき３.０円) 

３ 役員賞与金 － １３ 

（うち監査役賞与金）  (２) 

４ 別途積立金 － ８４０ 

   

Ⅲ 次期繰越利益 △５０１ ８３６ 
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（重要な会計方針） 
１.有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

(2)その他有価証券 

①時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定) 
②時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

２.デリバティブ取引により生じる債権及び債務の評価基準及び評価方法 

時価法 

３.たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)製品・仕掛品 

個別法に基づく原価法 

(2)半製品・原材料 

総平均法に基づく原価法 

４.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

 建物は定額法、建物以外については定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

(2)無形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。ただし、自社利用のソフトウエアについては、自社利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ
ております。 

５.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

６.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額(うち当期に帰属する額)を計上しております。 
(3)製品保証引当金 

 工作機械のアフターサービス費等に備えるため、売上高を基準として過去の経験率により算定した額を

計上しております。 

(4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末

において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異については、15年
による按分額を費用処理しております。また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数(10年)による按分額を翌期より費用処理しております。 
(5)役員退職金引当金 

役員の退職金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

７.リ－ス取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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８.ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については特例処理によっております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

①ヘッジ手段 … 為替予約、ヘッジ対象 … 製品輸出による外貨建売上債権 
②ヘッジ手段 … 金利スワップ等、ヘッジ対象 … 借入金利息 

(3)ヘッジ方針 

 輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるためのみに、輸出実績を踏まえながらその残高の範囲内で為

替予約取引を行っております。また、借入金の調達金利を固定化し変動リスクを回避するため金利スワッ

プ取引等を行っております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して、有効性を判定することにして

おります。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

９.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

(会計処理の変更) 

固定資産の減損に係る会計基準 

当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成１４年８月９日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。これにより、税引前当期純利益が

３２百万円減少しております。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

 （単位：百万円） 

前  期（１７.３.３１現在） 当  期（１８.３.３１現在） 

１.有形固定資産の減価償却累計額 １５,０５４ １.有形固定資産の減価償却累計額 １５,２０５ 

２.関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれており

ます関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 ２,０２０ 

支払手形 １,７６５ 

買掛金 ７９６ 

２.関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれており

ます関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 ２,６０６ 

支払手形 １,８４７ 

買掛金 １,０２０ 

３. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日

公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計

上しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第

４号に定める地価税の計算のために公表された方法

により算定した価額に合理的な調整を行って算出し

ております。 

・再評価を行った年月日 平成１２年３月３１日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 △６,５４２ 

３. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日

公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計

上しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第

４号に定める地価税の計算のために公表された方法

により算定した価額に合理的な調整を行って算出し

ております。 

・再評価を行った年月日 平成１２年３月３１日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 △７,１０９ 
４.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

受取手形 ５２８ 

建物 １,３８５ 

機械及び装置 ３１１ 

土地 １４,９８２ 

投資有価証券 １,１３２ 

計 １８,３４０ 

４.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 １,１０５ 

機械及び装置 ２２３ 

土地 １４,７３９ 

投資有価証券 ３２４ 

計 １６,３９２ 

上記の内、工場財団設定分 

建物 ９０６ 

機械及び装置 ３１１ 

土地 １４,６３５ 

計 １５,８５３ 

上記の内、工場財団設定分 

建物 １,０９３ 

機械及び装置 ２２３ 

土地 １４,６３５ 

計 １５,９５２ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 ３,６４０ 

長期借入金 ３,８２５ 

（うち１年以内返済予定額 １,４４２） 

計 ７,４６５ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 ２,０００ 

長期借入金 ２,９０１ 

（うち１年以内返済予定額 ７３５） 

計 ４,９０１ 

上記のほか、ワランティボンド発行のため、預金８４

百万円を担保に供しております。 

上記のほか、ワランティボンド発行のため、預金４百

万円を担保に供しております。 

５.受取手形割引高 １,５５１ ５.受取手形割引高 １,４３０ 

６.会社が発行する株式総数 普通株式 ２４０,０００千株 ６.会社が発行する株式総数 普通株式 ２４０,０００千株

発行済株式総数 普通株式  ７４,０５８千株 発行済株式総数 普通株式  ７４,０５８千株

７.資本の欠損の額 ５２５ ――― 
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前  期（１７.３.３１現在） 当  期（１８.３.３１現在） 

８.配当制限 

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第

７条の２第１項の規定により、配当に充当することが

制限されております。 

７．配当制限 

同左 

 

有価証券等の時価評価により、純資産額が４１３百

万円増加しております。 

有価証券等の時価評価により、純資産額が１,３９

２百万円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第１２４条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

なお、当該金額は商法施行規則第１２４条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

９.自己株式の保有数 普通株式 １７４,７３３株 ８.自己株式の保有数 普通株式 ２１７,８３８株 

 

（損益計算書関係） 

 （単位：百万円） 

前  期(１６.４.１～１７.３.３１) 当  期(１７.４.１～１８.３.３１) 

１.販売費及び一般管理費の内訳 

販売費及び一般管理費のおおよその割合は、販売費

８３％、一般管理費１７％であります。主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

旅費交通費 ２４０ 

運送費 １,１０７ 

製品保証引当金繰入額 ９８ 

給料・手当・賞与 １,１０６ 

賞与引当金繰入額 １１３ 

退職給付費用 １９９ 

役員退職金引当金繰入額 １９ 

福利費 ２３０ 

減価償却費 ６１ 

研究開発費 １５２ 

１.販売費及び一般管理費の内訳 

販売費及び一般管理費のおおよその割合は、販売費

８３％、一般管理費１７％であります。主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

旅費交通費 ２３３ 

運送費 １,３３５ 

製品保証引当金繰入額 １０８ 

給料・手当・賞与 １,２３７ 

賞与引当金繰入額 １５５ 

退職給付費用 ２０８ 

役員退職金引当金繰入額 １９ 

福利費 ２７２ 

減価償却費 ６４ 

研究開発費 １００ 

２.一般管理費及び当期製造費用に含まれております研

究開発費 １９７ 

２.一般管理費及び当期製造費用に含まれております研

究開発費 １５６ 

３.関係会社に係る注記 

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

売上高 ３,７０７ 

仕入高 ７,３７０ 

３.関係会社に係る注記 

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

売上高 ５,７７４ 

仕入高 ８,１７６ 

４.有形固定資産売却益の主なものは、機械及び装置０百

万円であります。 

４.有形固定資産売却益は、機械及び装置０百万円であり

ます。 

５.有形固定資産処分損の主なものは、猪名川製造所の土

地の一部売却に係る８４１百万円であります。 

５.有形固定資産処分損の主なものは、建物２５百万円、

機械及び装置８百万円であります。 
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（リース取引関係） 

 （単位：百万円） 
前  期(１６.４.１～１７.３.３１) 当  期(１７.４.１～１８.３.３１) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額 

相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

期末残高

相 当 額

機械及 

び装置 
４５９ ３０９ １５０

車両運 

搬具 
４ ０ ３

工具、

器具及

び備品 

３０１ ２０９ ９２

計 ７６５ ５１９ ２４６

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 取得価額

相 当 額

減価償却累 

計額相当額 

期末残高

相 当 額

機械及

び装置
３７０ １７７ １９３

車両運

搬具 
２１ ４ １７

工具、

器具及

び備品

１６０ ７４ ８６

計 ５５２ ２５５ ２９７

（注）同左 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 ８８ 

１年超 １５８ 

合 計 ２４６ 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１年内 ８６ 

１年超 ２１０ 

合 計 ２９７ 

（注）同左 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 １１６ 

減価償却費相当額 １１６ 

３.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 ９６ 

減価償却費相当額 ９６ 

４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４.減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

（有価証券関係） 

前期、当期とも子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

 （単位：百万円） 
前  期（１７.３.３１現在） 当  期（１８.３.３１現在） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 
（繰延税金資産） 
たな卸資産評価損 １２４ 
賞与引当金 ８６ 
貸倒引当金 ２０６ 
投資有価証券評価損 ５７３ 
関係会社株式評価損 １２ 
退職給付引当金 ８３２ 
役員退職金引当金 ３６ 
繰越欠損金 ５５８ 
その他 １６７ 
繰延税金資産小計 ２,５９８ 
評価性引当額 △１,９９３ 
繰延税金資産合計 ６０５ 
（繰延税金負債）  
その他有価証券評価差額金 △２８３ 
繰延税金負債合計 △２８３ 
繰延税金資産の純額 ３２１ 
（再評価に係る繰延税金負債） △５,８１５ 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 
（繰延税金資産） 
たな卸資産評価損 ７４ 
賞与引当金 １２３ 
貸倒引当金 ２０５ 
投資有価証券評価損 ５７３ 
関係会社株式評価損 １２ 
退職給付引当金 ９５４ 
役員退職金引当金 ３５ 
未払事業税 ８１ 
その他 １３６ 
繰延税金資産小計 ２,１９６ 
評価性引当額 △１,５８９ 
繰延税金資産合計 ６０７ 
（繰延税金負債）  
その他有価証券評価差額金 △９５３ 
繰延税金負債合計 △９５３ 
繰延税金負債の純額 △３４６ 
（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 40.63% 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 0.85 

住民税均等割 2.13 

評価性引当額 △156.81 

その他 △0.13 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 △113.33 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 40.63% 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 0.27 

受取配当等永久に益金に算入 

されない項目 △0.10 

住民税均等割 0.66 

評価性引当額 △11.77 

その他 △0.29 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 29.40 
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部門別売上高・受注高・受注残高 
１.売上高 

 （単位：百万円） 

前 期(16.4.1～17.3.31) 当 期(17.4.1～18.3.31) 増  減 
 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

工 作 機 械  %  %  % 

 内  需 １８,６４３  ２１,４４７  ２,８０４ 15.0 

 輸  出 ８,１２０  １０,６７３  ２,５５２ 31.4 

 計 ２６,７６４ 93.7 ３２,１２１ 94.0 ５,３５６ 20.0 

水道メーター       

 内  需 １,４４１  １,５００  ５８ 4.1 

 輸  出 ８９  ６３  △２５ △28.7 

 計 １,５３０ 5.4 １,５６３ 4.6 ３３ 2.2 

そ の 他       

 

内  需 ２１１  ３２５  １１４ 54.3 

 

輸  出 ５１  １５３  １０２ 201.1 

 

計 ２６２ 0.9 ４７９ 1.4 ２１７ 82.9 

内  需 ２０,２９６  ２３,２７３  ２,９７７ 14.7 

輸  出 ８,２６１  １０,８９１  ２,６３０ 31.8 

合 

計 

計 ２８,５５７ 100.0 ３４,１６４ 100.0 ５,６０７ 19.6 

 

２.受注高 

 （単位：百万円） 

前 期(16.4.1～17.3.31) 当 期(17.4.1～18.3.31) 増  減 
 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

工 作 機 械  %  %  % 

 内  需 ２２,２５４  ２２,６２１  ３６６ 1.6 

 輸  出 ９,０４７  １０,４２４  １,３７６ 15.2 

 計 ３１,３０１ 94.6 ３３,０４５ 94.3 １,７４３ 5.6 

水道メーター       

 内  需 １,４３８  １,４９２  ５３ 3.7 

 輸  出 ８９  ６３  △２５ △28.7 

 計 １,５２８ 4.6 １,５５６ 4.4 ２８ 1.8 

そ の 他       

 

内  需 ２１２  ３０７  ９５ 44.8 

 

輸  出 ４４  １３１  ８６ 195.6 

 

計 ２５６ 0.8 ４３８ 1.3 １８１ 70.8 

内  需 ２３,９０５  ２４,４２１  ５１５ 2.2 

輸  出 ９,１８１  １０,６１８  １,４３７ 15.7 

合 

計 

計 ３３,０８６ 100.0 ３５,０４０ 100.0 １,９５３ 5.9 
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３.受注残高 

 （単位：百万円） 

前期（１７.３.３１現在） 当期（１８.３.３１現在） 増  減 
 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 

工 作 機 械  %  %  % 

 内  需 ６,４４１  ７,６１４  １,１７３ 18.2 

 輸  出 ２,３４８  ２,０９８  △２４９ △10.6 

 計 ８,７８９ 99.0 ９,７１３ 99.5 ９２４ 10.5 

水道メーター       

 内  需 １２  ５  △７ △56.2 

 輸  出 －  －  － － 

 計 １２ 0.1 ５ 0.1 △７ △56.2 

そ の 他       

 

内  需 ５１  ３３  △１８ △35.4 

 

輸  出 ２８  ５  △２２ △79.8 

 

計 ８０ 0.9 ３９ 0.4 △４１ △51.3 

内  需 ６,５０５  ７,６５３  １,１４７ 17.6 

輸  出 ２,３７６  ２,１０４  △２７２ △11.5 

合 

計 

計 ８,８８２ 100.0 ９,７５８ 100.0 ８７５ 9.9 
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役員の異動 （平成１８年６月２９日付） 

（１）代表者の異動 

該当事項はありません  

（２）その他の役員の異動 

新任取締役候補 

取締役  沖 本 行 信（生産本部副本部長兼製造部長） 

 

新任監査役候補 

監査役  井 関 博 文（りそな銀行監査役） 

 

新任監査役候補 

監査役  檜 垣 誠 次（弁護士） 

 

退任予定取締役 

取締役  山 本   圓（天津ＯＫＫ機械有限公司出向） 

 

退任予定監査役 

常勤監査役  真 野 守 雄 

 

退任予定監査役 

監査役  亀 川 暢 夫 

 

略    歴 

沖
おき

 本
もと

 行
ゆき

 信
のぶ

 

出身地 大阪府 

昭和２４年７月１９日生 

学   歴 昭和４９年 ３月  関西大学工学部卒 

略   歴 昭和４９年 ４月  当社入社 

平成 ５年 １月  ＯＫＫ ＵＳＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ副社長（出向） 

 平成１７年 ４月  生産本部製造部長 

平成１８年 ４月  生産本部副本部長兼製造部長 

井
い

 関
せき

 博
ひろ

 文
ふみ

 

出身地 京都府 

 昭和２２年９月３０日生 

学   歴 昭和４７年 ３月  関西学院大学法学部卒 

略   歴 昭和４７年 ４月  株式会社大和銀行入行 

 平成１４年 ６月  同行常勤監査役 

         平成１５年 ６月  株式会社りそな銀行取締役 監査委員会委員 

         平成１７年 ６月  同行監査役 

檜
ひ

 垣
がき

 誠
せい

 次
じ

 

出身地 愛媛県 

 昭和２５年４月３０日生 

学   歴 昭和５１年 ３月  大阪大学法学部卒 

略   歴 昭和５６年 ４月  弁護士登録 鎌倉利行法律事務所入所 

 昭和６１年 ４月  鎌倉利行法律事務所パートナー 

鎌倉・檜垣法律事務所に名称変更 

 

以 上 


